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水稲直播栽培を基幹 と した地域営農の展開条件 υ)

―福島県原町市高地区を事例として―
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1 は じ め に

地域営農システムは,今日の農業構造や生産力構造の変

化に伴う対応策として,その必要性が求められている。特

に,中核農家群等担い手が育成され,生産基盤や機械・ 施

設の大型化・高性能化が進展 している地域では,担い手ヘ

の農用地の利用集積による規模拡大や園芸作物の導入・拡

大による経営体質の強化を図る,よ り生産性の高い地域営

農システム (高生産性営農ンステム)の確立を図ることが

課題となっている。

そこで,水稲直播栽培を基幹とした高汁産性水田営農 シ

ステム構築の一助とするため,大区画ほ場整備事業が実施

された地区で,担い手 (組織)が核となった地域ぐるみの

地域営農の展開条件について検討を行った。

2地 域 の 概 要

調査対象地区は原町市高地区である。同地区の概要は,

第 1報りで示 したとおりである。

なお,2000年センサス結果においても農産物販売金額第

1位の部門別農家数 (表 1)は ,稲作部門が全体の約 8割

を占め,稲作が農産物販売の中心となっていた。

また,高地区における水稲直播栽培 (乾田直播栽培)は
,

1996年 に初めて導入されて以来その面積が年々増加 し
,

2000年 には地区内の全水田面積 (77 6ha)の 22%(169
ha)ま で拡大した。第 1報 1)で

示 した同地区での乾田直

播栽培の導入経緯及びこの面積増加から,乾田直播栽培は,

表 1 農産物販売額第 1位の部門別農家数 鮮 位 :戸)

集落名 稲  作  露地野菜   施設野菜

地域営農の柱として定着していると考えられる。

3調 査 方 法

調査は,原町市及び高地区の関係農家・機関・団体の面

接及び既存資料の収集,分析により行った。

4 調査結果及び考察

(1)営農組織の再編成による集落組織の設立

高地区のほ場整備事業の実施期間中における地域の営農

組織は,図 1の ような体制であった。原町市では,Iま場整

備完了後の地域営農の確立を図るため,地区内の土地利用

に関する組織 (図 1の点線内)を再編成 し,地域住民の話

し合いに基づき,1998年 10月 に地域の関係農家全戸 (101

戸)が参加する「たか営農改善組合 (以下「営農改善組合J

という)Jを発足させた (図 2)。

営農改善組合は,図 2の ように,農用地利用集積の受け

皿である担い手組織の「高機械共同利用組合 (以 ド「機械

利用組合Jと いう)」 をはじめ,地区内の土地利用に関係

する組織をそのまま組合の内部組織としての 4つの委員会

に取り込んだ。これにより,土地利用の調整主体である営

農改善組合と土地利用集積の受け皿である機械利用組合が

一体化され,組合機能を円滑に発揮できる体制としていた。

0)土地利用調整機能補完システムの導入

営農改善組合は,同組合の土地利用調整機能を補完する

ため,1999年から農地保有合理化総合推進事業 (通称「集

合事業」)を導入 していた。この事業の導入により,効率

的な土地利用のためのマップシステム導入,一元的な利用

権の設定,小作料・作業受委託料金の精算業務等を県農業

振興公社に委託 していた。これにより,土地利用の合理化

と効率化を図っていた (図 3)。

6)支援組織

原町市には,原町市や農業委員会をはじめ地域農業改良

普及センター,」Aな どの指導機関・ 団体を構成員とする

支援組織である農業経営改善支援センターがある。同セン

ターには地区からの中し出,要請をうけて指導,助言,必
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表2 高地区の乾田直播栽培面積の推移

年次 1996    1997    1998    1999    2000

面積 (ha)   38    98   124
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(41 地域営農の展開条件についての考察

高地区の調査結果から,大区画ほ場整備が行われた地域

における地域営農の主要な展開条件は次の 4点といえる。

1)地域営農を推進する集落組織の設立

地域営農を確立するためには,営農の形態,担い手,具

体的な土地利用方法等に対する地区関係者の合意を得ると

ともに,その合意に基づき具体的な土地利用の調整を行う

必要があり,こ のための地域的な組織が不可欠である。

2)地域営農を実践する担い手 (組織)の育成

次に,1)の組織による話 し合いの下,そ の合意に基づ

く土地利用により営農を具体的に実践する担い手 (組織)

が必要である。また,こ の担い手 (組織)は ,集落組織と

一体化 した体制にしていくことが重要である。

3)土地利用調整補完システムの導入

図2 営農改善組合設立後の地域の営農組

織図
(設立 1998年 10月 )原町市資料等
より作成

集落組織が具体的に土地利用の調整を行なう場合,土地

利用調整に伴い発生する契約や受委託料金の精算,作付配

分作業等の事務を自らの組織内で処理することは難 しヽヽ

現実的には農地保有合理化法人である県公社や」A等の専

門機関に委託することが,事務の効率化や事業の継続性を

確保するうえで効果的であると考えられる。

4)支援組織の整備

集落内の主体的な取り組みに加えて,集落の地域営農推

進活動を助長,支援,補助する支援組織が必要である。 こ

れには各市町村にある農業経営改善支援センターが中心的

な役割を果たすことが期待される。

5 ま  と  め

以上,調査地区の事例から大区画ほ場整備が行われた地

域で水稲直播栽培を基幹とした地域営農を確立するために

は,関係機関・団体の支援のもと,地域営農に対する地区

全体の合意形成と土地利用調整機能を併せ持つ集落組織 ,

そして当該集落組織と営農を実践する担い手組織が一体と

なった体制が必要である。さらには,土地利用調整の効率

化を図るための補完システムが有効であると考えられる。
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